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               拒絶理由通知書 

 

 特許出願の番号      特願２０２０－５３１６７９ 

 起案日          令和 ２年 ９月１６日 

 特許庁審査官       薄井 慎矢        ７８８２ ４Ｈ０

０ 

 特許出願人代理人     小池 晃（外 ３名） 様 

 適用条文         第２９条第１項、第２９条第２項、第３６条 

 

 この出願は、次の理由によって拒絶をすべきものです。これについて意見が 

ありましたら、この通知書の発送の日から６０日以内に意見書を提出してくだ 

さい。 

                 理由 

 

１．（明確性）この出願は、特許請求の範囲の記載が下記の点で、特許法第３

６条第６項第２号に規定する要件を満たしていない。 

 

２．（新規性）この出願の下記の請求項に係る発明は、その出願前に日本国内

又は外国において、頒布された下記の刊行物に記載された発明又は電気通信回

線を通じて公衆に利用可能となった発明であるから、特許法第２９条第１項第

３号に該当し、特許を受けることができない。 

 

３．（進歩性）この出願の下記の請求項に係る発明は、その出願前に日本国内

又は外国において、頒布された下記の刊行物に記載された発明又は電気通信回

線を通じて公衆に利用可能となった発明に基いて、その出願前にその発明の属

する技術の分野における通常の知識を有する者が容易に発明をすることができ

たものであるから、特許法第２９条第２項の規定により特許を受けることがで

きない。 

 

     記   （引用文献等については引用文献等一覧参照） 

 



●理由１（明確性）について 

・請求項 １－７ 

 請求項１－７には、「滅菌・核酸分解用組成物」（下線は審査官が付す）と

記載されているが、下線部の「・」の記載は、その意味が必ずしも一に認識で

きるものではないから、請求項１－７に係る発明を、明確に把握できない。

（「滅菌かつ核酸分解用組成物」を意図しているのであれば、そのように補正

されたい。 
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なお、「核酸の分解と、滅菌することが可能な」との記載は、組成物の有する

特性を示しているにすぎず、当該記載によって発明の範囲が画されるものでは

ない。） 

 なお、以下、請求項１－７に係る発明は、「滅菌かつ核酸分解用組成物」の

発明であるものと解釈し、判断を行った。 

 

●理由２（新規性）、理由３（進歩性）について 

・請求項 ４、６、７ 

・引用文献等 １－５ 

・備考 

 引用文献１には、滅菌分野への適用が可能な、ホルムアルデヒドなどを含む

複合ガスを発生させる核酸分解処理装置が記載されており（特許請求の範囲、

［００１４］、［００１９］、［００２２］、［００２４］、［０１９８］、

実施例）、また、該複合ガスはメタノールを銅などの金属と反応させることに

より発生することや、ホルムアルデヒド濃度１００ｐｐｍ以内において核酸を

分解できることも記載されている（［００２２］、［００９５］、［００９

６］）。 

 引用文献２には、ホルムアルデヒド等を含むＭＲガスからなる核酸分解剤が

記載されており（特許請求の範囲、［００２０］、［００３０］、実施例）、

また、ＭＲガスはメタノールに銅等などの触媒を作用させることにより発生す

ることや、ホルムアルデヒド濃度が２００～４００ｐｐｍやそれ以下の濃度で

核酸分解処理できることも記載されている（［００２９］、［００４２］）。 

 引用文献３には、メタノールガスより得られる処理ガスにより対象物を処理

する方法が記載されており（特許請求の範囲）、また、ガスに含まれるホルム

アルデヒドの濃度を１５０～３００ｐｐｍに保持することや、該処理ガスは銅

などの金属触媒と接触させて発生させること、該処理ガスにより滅菌やＤＮＡ



分解が可能なことも記載されている（特許請求の範囲、［００２２］－［００

２７］、［００５８］、実施例）。 

 引用文献４には、メタノールを原料に、触媒による自己反応により発生す

る、ホルムアルデヒドを含む複合ガスが、滅菌・核酸分解能を示すことが記載

されている（ＰＲ－２）。 

 引用文献５には、ＤＮＡ分解能を有するＭＲＧ滅菌システムが記載されてお

り、該システムにおいては、メタノールを原料に、触媒反応により種々のラジ

カルや１５０～２００ｐｐｍのホルムアルデヒドを発生させることが記載され

ている（第８２頁－第８３頁（４．ＭＲＧ滅菌システムの特徴））。 

 本願の請求項４及び６に係る発明と引用文献１－５に記載された発明とを対

比すると，前者はギ酸を含むことが特定されているのに対し、後者においては

ギ酸が含まれることが特定されていない点で、両者は一見相違する。 

 しかしながら、本願明細書の段落［００４６］の、メタノール等を銅などの

触媒と反応させることにより、本願発明の気体状態の滅菌・核酸分解用組成物

が生じる旨の記載を鑑みれば、同様な手法によりガスを発生させている引用文

献１－５に記載された発明においても、発生させたガス中にギ酸が僅かに存在

する態様となる蓋然性が高い。 

 よって、本願の請求項４及び６に係る発明は、引用文献１－５に記載された

発明と同一であるか、または、同文献に記載された発明に基づいて、当業者が

容易に発明をすることができたものである。 

 本願の請求項７に係る発明においては、滅菌・核酸分解用組成物がＬＰＳを

分解できることが特定されているが、「ＬＰＳを分解できる」との記載は、組

成物の有する特性を示しているにすぎず、当該記載によって発明の範囲が画さ

れるものではない。 

 よって、本願の請求項７に係る発明についても同様に、引用文献１－５に記

載された発明と同一であるか、または、同文献に記載された発明に基づいて、

当業者が容易に発明をすることができたものである。 

 なお、引用文献１について、明細書［０００７］には、引用文献１において

は、これらの効能を引き起こす成分の特定や詳しいメカニズムは未だ十分には

解明されていなかったと記載されているが、成分やメカニズムが明らかでなか

ったとしても、その組成及び用途について両発明に相違が認められないのであ

るから、本願請求項４、６、７に係る発明のなしたところは、公知技術である

引用文献１－５に記載された発明の成分やメカニズムを発見し、特定したに過

ぎないものである。 

 

●理由１（明確性）について 



・請求項 ２、３、５－７ 

 請求項２には、「前記メタノール、前記ホルムアルデヒド、前記ギ酸の誘導

体を任意に含む」と記載されているが、「誘導体」にはどのような化合物まで

もが包含されるのか明確に把握できない。本願明細書［００４０］には、「誘

導体とは、任意の官能基の導入、酸化、還元、原子の置き換えなど、メタノー

ル、ホルムアルデヒド、又はギ酸の構造や性質を大幅に変えない程度の改変が

なされた化合物を言う。」と記載されているものの、当該記載は解釈に幅のあ

るものであるから、「構造や性質を大幅に変えない程度の改変がなされた化合

物」がいかなる化合物までを包含し、いかなる化合物を包含しないのか、明確

に画することは困難である。 

 よって、請求項２、３、５－７に係る発明は明確でない。 

※なお、請求項５は、請求項３を引用する記載となっているが、本願明細書

［００４７］からすれば、請求項４を引用するべきところの誤記ではないか。

その場合、上記理由２、理由３について、請求項５にも同様の拒絶理由が生じ

るものと判断される。 

 

             ＜引用文献等一覧＞ 

１.特開２０１３－１９２４９８号公報 

２.特開２０１１－４１４８３号公報 

３.特開２０１５－１６７８４６号公報 

４.鈴木 康司 他，新規化学的核酸分解・除染技術による滅菌システムへの適 

用，第５１回日本実験動物技術者協会 総会 講演要旨集，２０１７年，p.83 

５.羽柴 智彦 他，（Ｂ－１０）特化則に対応する新規ＭＲガス滅菌技術の展 

開，第２７回空気清浄とコンタミネーションコントロール研究大会 予稿集，

２００９年，p.81-84 

（注）法律又は契約等の制限により、提示した非特許文献の一部又は全てが送

付されない場合があります。 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

          ＜先行技術文献調査結果の記録＞ 

・調査した分野  ＩＰＣ Ａ０１Ｎ Ａ０１Ｐ  

             Ａ６１Ｌ Ｃ１２Ｎ Ａ６１Ｋ 

         ＤＢ名 ＣＡｐｌｕｓ／ＲＥＧＩＳＴＲＹ（ＳＴＮ） 

              ＪＳＴＰｌｕｓ／ＪＭＥＤＰｌｕｓ 

             ／ＪＳＴ７５８０（ＪＤｒｅａｍＩＩＩ） 

・先行技術文献  特開２００８－１３７９６２号公報 

         須藤 浩，サイレージ生産の際の保存剤の利用（２） 



畜産の研究，１９８７年，Vol.41, No.12，p.1411-1416   大島 光昭， 

ラジノクローバーサイレージ熟成中における核酸塩基の消長について， 

日本草地学会誌，１９８２年，Vol.283，p.302-309 

         特開２００２－１２５０５号公報 

         特表平９－５０３３８３号公報                                                                     

（注）法律又は契約等の制限により、提示した非特許文献の一部又は全てが送

付されない場合があります。 

 この先行技術文献調査結果の記録は、拒絶理由を構成するものではありませ

ん。 

＜補正をする際の注意＞ 

（１）明細書、特許請求の範囲について補正をする場合は、補正により記載を

変更した個所に下線を引いてください（特許法施行規則様式第１３備考６、

７）。 

（２）補正は、この出願の出願当初の明細書、特許請求の範囲又は図面に記載

した事項の範囲内で行わなければなりません。また、意見書で、各補正事項に

ついて補正が適法なものである理由を、根拠となる出願当初の明細書等の記載

箇所を明確に示したうえで主張してください。 

（３）特許請求の範囲について補正をする際には、特許法第１７条の２第４項

に違反する補正とならないよう、注意してください。 

 この拒絶理由通知の内容に関するお問合せ又は面接のご希望がありましたら

次の連絡先までご連絡ください。電子メール又はＦＡＸで補正案等の送付を希

望される場合は、その旨を電話でお知らせください。 

 

審査第三部 有機化学 薄井 慎矢 

ＴＥＬ．０３（３５８１）１１０１ 内線３４９０ 

 

                                     

        部長／代理  審査長／代理 審査官    審査官補   

               中島 芳人  薄井 慎矢         

               ３２３６   ７８８２           

 


